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月次報告書｜コモンズレター  作成基準日 2026年9月30日

コモンズ・グローバル３０ファンド
追加型投信 / 海外 / 株式

ウォルター・スコットからの手紙

【バリュエーションの重要性】

我々はマクロ経済や市場イベントをコントロールすることはできませんし、それに伴って生じる様々な変化を予測するこ
ともできません。コントロールできるのは、どの銘柄を購入するか、幾らで購入すべきか、という点だけです。コロナ禍
が終息して以降、特に米国市場では株価の上昇が続いていることから、ここに来て市場ではバリュエーション水準への関
心が高まりつつあります。

我々は、収益性が高く持続可能なビジネスモデルを擁し、いかなる市場サイクルや景気サイクルにおいても耐性を維持で
きる企業を探し求めていますが、それも「適正価格で購入」できる銘柄であることが大前提です。

「ウォルター・スコットは企業のファンダメンタルズを最重要視しています」

運用においてバリュエーション規律を堅持する重要な理由、それは「企業が本業で生み出す富（価値）が、長期的に株価
の上昇となって反映されて行く蓋然性を高め、同時に株価収益率（PER）などのバリュエーション指標が低下するリスク
を減らす」ことにあります。以下の関係式を見れば、その重要性がよく分かります。

配当利回り＋利益成長率＋バリュエーション指標の変化 ＝ 株主総利回り（TSR）

ウォルター・スコットは企業のファンダメンタルズ、具体的には「長期にわたり持続的に利益を増大させ得る能力」を最
重要視しています。しかしそうした能力を有する企業であっても、ファンダメンタルズに見合わない価格で株式を購入す
れば、いずれはバリュエーション面の逆風（過大な評価水準の切り下がり等）を受け、期待リターンが低下するか、そう
でなくともリターンを確保するまでに想定以上の時間が掛かりかねません。

ウォルター・スコットでは、徹底的な分析と議論を通じて、定性面やファンダメンタルズ面から見た株式購入のメリット
を判断しますが、当社が見込む成長に照らしてバリュエーションが適切かを判断する際にも、同様の分析と議論を行うよ
うにしています。また我々は、「どの程度」の成長が見込めるかだけでなく、「どのような」成長が見込めるか、という
点に常に着目していますが、これは長期的、安定的な成長を実現できる企業には、それに見合うプレミアム（高い評価水
準）が与えられるはずだと考えているからです。逆に言えば、バリュエーション水準が一段階高くなれば、持続的成長、
収益性とリターン、財務基盤の堅固さの三要素についても、より高い水準を求めることになります。

上記の個別銘柄は、ファンドや運用戦略への組み入れや保有の継続を示唆・保証するものではありません。また、当該個別銘柄等の購入、売却等いかなる投資推奨を目的とするもので

はありません。上記は過去の実績であり、将来の投資成果等を示唆・保証するものではありません。

 

ウォルター・スコット
インベストメント・ディレクター  ロイ・レキー
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※「分配金込基準価額」は、分配金（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。
※基準価額の計算において、運用管理費用（信託報酬）は控除しています。
※当ファンドの信託報酬率は、ファンドの純資産総額の一定の増加により逓減する仕組みとなっており、当レポート作成基準日現在、純資産総額に対し
て最大年率1.7281％程度（税抜1.571％程度）です。

※「基準価額」およびその「前月末比」は分配落後です。
※「騰落率」は、基準日から過去に遡った期間です。税引前分配金を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。
※分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するものではありません。
※収益分配金は委託会社が決定します。分配を行わない場合もあります。

基準価額の推移
2025年12月3日 ～ 2026年9月30日
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運用実績
2025年12月3日 ～ 2026年9月30日

基準価額

10,205 円

(前月末比)

△444 円（△4.17%）

純資産総額

9.5億円

(前月末比)

△0.1億円（△0.73%）

騰落率(分配金込)

期間 騰落率

1ヵ月 △4.17%

3ヵ月 △1.88%

6ヵ月 5.41%

1年 -

3年 -

5年 -

10年 -

設定来 2.05%

分配金（1万口当たり、税引前）

決算期 分配金

2026年9月 0円

設定来合計 0円
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※比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。

※JAMPファンド・マネジメント株式会社のデータに基づきコモンズ投信作成。
※比率はマザーファンドの純資産総額に対する割合です。

ポートフォリオの構成比

■資産構成比

比率（％）
コモンズWS海外株式厳選ファンド 98.9％

コモンズ・マネーファンド 0.0％
金銭信託他 1.1％

ポートフォリオの状況

実質的な投資を行うコモンズWS海外株式厳選マザーファンドの状況

■資産構成

比率（％）
外国株式 94.4
　内 現物 94.4
　内 先物 0.0

コールローン他 5.6

 

■国別比率

国 比率（％）
アメリカ 69.3

シンガポール 6.3
台湾 5.6
香港 3.5

アイルランド 3.2
フランス 2.4
スイス 2.3

ケイマン諸島 1.9

■業種別比率

業種 比率（％）
テクノロジー 23.9

金融 20.4
一般消費財 13.8
ヘルスケア 9.7

通信 8.9
工業 6.7

生活必需品 5.1
原材料 3.2

公益事業 2.6
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組入上位10銘柄

 

  銘柄名 国 業種 銘柄概要
比率

（％）

1
オーバーシー・チャイ
ニーズ銀行

シンガポール 銀行

  シンガポールを拠点とする東南アジア最大級の
銀行。主に東南アジア、中国で、個人や企業に対
して銀行業務や資産運用など多岐にわたる金融サ
ービスを提供する。アジアの力強い経済成長と富
裕層の増加が構造的な追い風となる。強固な資本
基盤を背景に、成長市場でのプレゼンス拡大が期
待される。 

6.3

2
アプライド・マテリア
ルズ

アメリカ
テクノロジー機器・
半導体 

  世界最大級の半導体製造装置メーカー。半導体
の製造工程で使われる装置やサービス、ソフトウ
ェアなどを幅広く提供する。AIやIoTの普及に伴
う半導体市場の拡大が追い風。広範な製品群と顧
客との緊密な関係を強みとする。

6.0

3 マイクロソフト アメリカ
ソフトウエア・テクノ
ロジーサービス

  世界最大級のテクノロジー企業。パソコン向け
OS「Windows」やビジネス向けソフトウェア
「Office」で圧倒的な地位を占める。クラウド
関連サービスや生成AIをドライバーにしたさらな
る成長が期待される。  
  

5 .6

4

 

TSMC

 

台湾
テクノロジー機器・
半導体

  半導体の製造を受託するファウンドリのリーデ
ィングカンパニー。半導体の製造をアウトソース
する流れは構造的なものであり、同社は高い技術
力や生産能力、大規模な設備投資に耐えられる財
務力を兼ね備えていることから、世界の半導体需
要拡大の恩恵を受ける主要プレーヤーであり続け
ると見込む。

5.6

5 フォーティネット アメリカ
ソフトウエア・テクノ
ロジーサービス

  大手ネットワークセキュリティ企業。サイバー
攻撃の対象範囲が拡大し脅威が増加する中、急速
に成長するネットワークセキュリティ市場でプレ
ゼンス拡大が期待される。

5.5

6
アマゾン・ドット・コ
ム

アメリカ
小売・卸売‐
一般消費財

  世界的なEコマース、クラウドコンピューティ
ング企業。世界の小売支出の多くはいまだに実店
舗で行われており、Eコマース事業には大きな成
長余地がある。クラウド事業も、AIの利用拡大が
追い風となり、成長余地が大きい。

3.7

7 AIAグループ 香港 保険

  香港を拠点とするアジア最大級の生命保険会
社。主に香港、中国、東南アジアで、個人および
法人向けに生命保険や医療保険などを提供する。
地域における事業規模と販売網を強みに、アジア
の所得向上や保障ニーズの高まりといった構造的
な追い風を捉えた成長が期待される。

3.5
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※JAMPファンド・マネジメント株式会社のデータに基づきコモンズ投信作成。
※比率はマザーファンドの純資産総額に対する割合です。

8 ファスナル アメリカ 産業サービス

   工業・建築用資材の事業者向け卸販売大手。細
分化された市場における大手企業であり、規模の
経済性と強固な物流網が強み。顧客の現場に深く
入り込む「オンサイト」戦略により、高い顧客定
着率と継続的なシェア拡大が期待される。

3.4

9 アンフェノール アメリカ 工業製品

  世界的なコネクター・メーカーであり、設計・
製造・販売を手がける。同社のコネクターは、ス
マホや家電などから自動車、航空宇宙関連まで
様々な用途に使用される。コストコントロールや
企業買収の見極めに優れた実績を持つ。

3.3

10 リンデ アイルランド 原材料

  世界最大級の産業ガス・エンジニアリング企
業。多岐にわたる顧客に産業ガスを供給。顧客の
生産活動に不可欠な製品であり、長期契約が安定
収益の基盤となる。巨大な設備投資が求められる
ため参入障壁は高く、業界内での価格決定力も強
い。

3.2

組入銘柄数      30銘柄
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当月のマーケット状況

9月の世界の株式市場は下落しました。旺盛なAI投資が半導体株の反発を支えた一方、AI開発減速論の台頭、
中東情勢混迷、インフレ懸念と主要中銀の利上げ、長期金利上昇が相場の重石となりました。

経済は概ね堅調を維持しました。米経済は旺盛なAI投資に支えられ、GDPの高成長が期待されました。た
だ、一般家庭では実質所得が低迷し先行き不透明感が高まっており、米外食大手も弱気見通しを示すなど、
個人消費減速が懸念されました。通商政策をめぐっては、米中首脳会談は関税休戦が延長されるなど友好的
に進展しましたが、米・カナダ間の通商対立による悪影響が懸念されました。

AI・半導体分野では、サイバー攻撃や生物兵器開発へのAI悪用事例が顕在化する中、自己改良するAIの暴走
リスクも指摘され、アンソロピックCEOが1年以内にネット全体がAIに乗っ取られる恐れがあるとしてAI開
発減速論を主張、競合トップもこれに同調し、オープンAIは安全対策を優先すべくIPOを見送る意向を表明
しました。データセンターの建設反対運動や電力確保遅延なども頻発し、これらがAI・半導体株の重石とな
りました。その一方で、IT大手による大規模AI投資、主要半導体企業による最新AI半導体の量産出荷、強気
な需要見通し、株主還元強化の発表が相次ぐと共に、IT大手によるAIエージェントの普及期待が高まり、主
要EMS企業の好業績、メモリ価格上昇、AIトークン価格の下げ止まりも観測される中で、半導体株は月下旬
にかけて反発しました。

中東情勢は混迷が続きました。特に月前半は、イエメンの親イラン武装組織フーシ派がサウジアラビアの主
要石油施設や紅海沿岸の要衝を攻撃・制圧し、ホルムズ海峡の迂回路として機能してきたサウジ東西パイプ
ラインが一時操業停止に追い込まれました。月後半は、中国のイランへのホルムズ海峡開放要求や米・イラ
ン間の水面下での協議継続が報じられて過度な懸念は後退したものの、緊張状態は続きました。

インフレ警戒感も続きました。米国では雇用増と景況感の強さが確認されました。また、中東情勢混迷に伴
うエネルギー価格急騰が幅広い品目への価格転嫁に繋がり、主要な物価指標が高止まりしました。これを受
けて、日米欧中銀がタカ派姿勢を強めて利上げを行い、短期金利が上昇しました。FRBは利上げを全会一致で
決定し、ドットチャートでは来年にかけての高金利維持が示唆されました。日銀も「政策の局面が変化し
た」として利上げペースを加速させました。

長期金利も上昇しました。旺盛なAI投資に伴う資金需要増に加え、物価高対策や防衛費増に伴う財政悪化も
意識されました。特に来春に大統領選を控えるフランスでは、野党各党が定年退職年齢引き下げやECB保有
の仏国債の帳消しを主張、その後も、予算協議難航、緊縮財政反対デモ頻発、格付会社の仏国債格下げ、上
院選での極右勢力拡大、仏国債庁による過去最大の国債発行計画発表が続き、仏国債への信認が低下して長
期金利が急騰しました。 米国でも、トランプ大統領が成人国民への5000ドル支給という公約を発表したこ
とで財政悪化懸念が強まり、これに既発国債バイバック規模の市場期待未達や世界の主要年金基金の米国債
売却観測なども相まって長期金利が急騰し、株価の下押し圧力になりました。

地域別では、台湾は、AI需要、アップル新型スマホへの期待、強い輸出統計などを支えに上昇しました。欧
州は、エネルギーコスト増見通し、ECBの利上げ観測、フランス財政悪化等が嫌気されて下落しました。中
国は国務院の景気下支え策強化方針や米中貿易休戦延長合意は好感されたものの、内需低迷が重荷となって
下落しました。インドは原油高や降雨量不足による農産物の価格高騰と中銀利上げ観測が嫌気されて下落し
ました。

為替市場では、米ドルは、有事のドル買い、米経済の強さ、FRBのタカ派姿勢などを背景に、主要通貨対比で
上昇しました。ドル円相場は、上旬は日米当局による円安牽制を受けて急速に円高になりました。特にベッ
セント米財務長官は、自らを内部情報を持つ「胴元」だとしつつ、日本はリフレ政策をやめるべきと内政に
も踏み込む主張を展開し、円安を強く牽制しました。中旬は日銀の姿勢がハト派的と捉えられて円安が進み
ましたが、下旬はトランプ大統領が円安への懸念を表明したと伝わって円高が進み、月間では円高・ドル安
となりました。

運用部  ポートフォリオマネジャー  金子 敬行
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運用状況

当ファンドは、月間で▲4.17%の下落、投資先30銘柄中7銘柄が値上がり、23銘柄が値下がりとなりまし
た。なお、上昇率10％以上は2銘柄、下落率10％以上は9銘柄となっています。
組入上位10銘柄の月間騰落率では、アプライド・マテリアルズ（＋10.90%）などがパフォーマンスをけん
引した一方、アマゾン・ドット・コム（▲7.42%）などは下落しました。

 

新規組入投資先

当月はありません。

今後の運用方針

当ファンドは、短期的テーマを追いかける運用スタイルとは一線を画し、長期的なリターンの創出を目指し
ています。株価は短期的には大きく変動することがありますが、市場は時間の経過とともに、堅固なファン
ダメンタルズと持続可能な収益構造や競争優位性を有する企業を正当に評価していくものと考えています。
引き続き、長期的な価値創出を重視し、規律ある姿勢で運用に取り組んでいきます。

 

運用部  ポートフォリオマネジャー  金子 敬行
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お知らせ

Pick Up！セミナー
最新のセミナー情報はコモンズ投信ウェブサイトの「セミナー情報」を
ご覧下さい。
https://www.commons30.jp/seminar/

 

□ こどもNISA、どう使う？～制度の基本と親のNISAとの使い分け～

【オンライン】10月28日（水）20:00-20:30 (受付開始 20:00）

本セミナーでは、こどもNISAを初めて知る方にもわかりやすく、制度の基本から、親の
NISAとの使い分け、活用する際に知っておきたいポイントや留意点までを解説します。

 

 

□  投資先企業「イトーキ」との対話
～企業変革から考える、明日の「働く」のつくり方～

【東京】11月13日（金）19:00～21:00（受付開始時間18:45）

「ザ・2020ビジョン」および「まあるい未来共創ファンド cotocoto」の投資先企業で

あるイトーキとの対話イベントです。

□  KIFUBAR@コモンズ投信
人と出会い、思いにふれ、応援する。

【東京】11月19日（木）19:00～21:00（受付開始時間18:45）

むずかしいことは抜きにして、まずは一杯。未来に乾杯しに、ついでに寄付もできちゃ

う！ぜひ遊びにきてください！

□ コモンズ30塾特別編 「東レの挑戦～100年の軌跡～」

【東京】11月28日（土）14:30-16:30 (受付開始時間 14:00)

2026年8月、東レが再びコモンズ30ファンドの組入銘柄となりました。
今回のコモンズ30塾特別編では創立100周年という大きな節目を迎えた東レを迎え、そ
の事業と100年にわたる挑戦の歩みに迫ります。

☆アーカイブ動画をYouTube「COMMONSTV」にて配信しております。
ぜひ、チャンネル登録をお願いいたします！☆

https://www.commons30.jp/seminar/
https://www.commons30.jp/seminar/
https://mf.commons30.jp/contents.php?c=info&id=i01m48b41p9mf91mv9mrf2ahnr0&item&
https://mf.commons30.jp/contents.php?c=info&id=i01m1xd9c4936xtezeeya89qc3p&item&
https://mf.commons30.jp/contents.php?c=info&id=i01m489xwjhp7hnvryzvtsrbtcv&item&
https://mf.commons30.jp/contents.php?c=info&id=i01m1x75pz6ffjssf6ksfvrpqy2&item&
https://www.youtube.com/c/COMMONSTV
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当ファンドは、NISA制度における「成長投資枠」の対象商品ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があります。詳しくは、各販売会社にお問い合
わせください

販売会社一覧

販売会社名称 登録番号等 日本証券業

協会

一般社団法人

資産運用業

協会

一般社団法人

金融先物取引業

協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

一般社団法人

日本STO協会

 コモンズ投信株式会社  金融商品取引業者
関東財務局長

（金商）第2061号
  ○      

 マネックス証券株式会社  金融商品取引業者
関東財務局長

（金商）第165号
○ ○ ○ ○ ○

 株式会社SBI証券  金融商品取引業者
関東財務局長

（金商）第44号
○ ○ ○ ○ ○

 楽天証券株式会社  金融商品取引業者
関東財務局長

（金商）第195号
○ ○ ○ ○ ○

 松井証券株式会社 金融商品取引業者
関東財務局長

（登金）第164号
○   ○    

 株式会社イオン銀行
 (委託金融商品取引業者 
 マネックス証券株式会社)

登録金融機関
関東財務局長

（登金）第633号
○        

 株式会社SBI新生銀行
 (委託金融商品取引業者 
 マネックス証券株式会社)

登録金融機関  
関東財務局長

（登金）第10号
○   ○    

 静銀ﾃｨｰｴﾑ証券株式会社 金融商品取引業者
東海財務局長

（金商）第10号
○        
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基準価額の変動要因

投資信託は預貯金と異なります。当ファンドは値動きのある有価証券に投資するため、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証されている
ものではなく、基準価額の下落により元本を割り込み、損失を被ることがあります。ファンドの運用から生じる損益は、すべて受益者に帰属します。お
客さま（受益者）には、当ファンドの内容・リスクを十分にご理解のうえ、ご投資の判断をしていただくよう、よろしくお願い申し上げます。なお、下
記のリスクはすべてのリスクを網羅しているわけではありませんので、ご注意ください。

基準価額の変動要因となる主なリスク

株価変動リスク 当ファンドは実質的に海外の株式を組入れるため、株価変動の影響を大きく受けます。株価は、個
別の企業の業績や経済・政治情勢などの影響を受けて変動します。特に、新興国市場の株式は、先
進国市場に比べて価格変動が大きくなる傾向があります。

流動性リスク ファンドが有価証券を売却または取得する際、市場に十分な流動性がない場合、市場実勢価格から
乖離した価格での取引を余儀なくされ、ファンドの基準価額に悪影響を及ぼす可能性があります。
一般的に、新興国市場は先進国市場と比較して流動性リスクが高くなる傾向があります。

信用リスク 有価証券の発行者の経営・財務状況の悪化、またはそれらが予想される場合、当該有価証券の価値
が下落または消失し、ファンドの基準価額に悪影響を及ぼす可能性があります。

為替変動リスクおよびカントリー

リスク

外貨建資産への投資においては、投資対象国・地域の政治・経済情勢等の変化、対円為替レートの
変動等の影響により外貨建資産の価値が変動し、ファンドの基準価額に悪影響を及ぼす可能性があ
ります。特に新興国は、先進国と比較して変動性が高くなる傾向があります。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

コモンズ・グローバル３０ファンドのリスクについて

その他の留意点

●当ファンドの投資対象ファンドは、実質的な運用をマザーファンドで行うファミリーファンド方式を採用
しています。他の投資信託によるマザーファンドへの追加設定・解約等が短期間に集中した場合、マザーフ
ァンドに組入れている有価証券の売買により、ファンドの基準価額に悪影響を及ぼす可能性があります。

●大量解約に伴い組入資産を短期間で大量に売却する必要が生じた場合、当該売却注文が市場価格に影響を
与え、ファンドの基準価額に悪影響を及ぼす可能性があります。また、一時的に組入資産の流動性が低下
し、市場実勢価格を反映した取引ができない場合や十分な取引量が確保できない場合は、解約申込の受付中
止、受付済の解約申込の取消し、解約代金の支払い遅延といった事象が発生する可能性があります。

●マザーファンドは厳選した銘柄に集中投資を行うため、個々の銘柄の価格変動がポートフォリオ全体に大
きな影響を与え、これに伴い各種リスク水準が高まる傾向があります。

●収益分配金は、預貯金の利息と異なり、必ずしも計算期間の運用収益を示すものではありません。分配金
は信託財産から支払われるため、純資産総額が減少し、基準価額の下落要因となります。運用収益を超える
分配が行われた場合は、その一部または全部が実質的に元本の一部払戻しとなる場合があります。

●当ファンドのお取引は、金融商品取引法第37条の6に定めるクーリング・オフの対象外となります。

●投資信託は預貯金や保険契約とは異なり、預金保険、貯金保険および保険契約者保護の対象ではありませ
ん。販売会社が証券会社ではない場合、投資者保護基金の支払い対象となりません。
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投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料 (コモンズ投信の場合) ありません。

(コモンズ投信が指定した販売会社の場合) 販売会社が、別途定める購入申込手数
料を申し受ける場合があります。購入申込手数料は、商品の説明、販売の事務等
の対価として販売会社が受け取るものです。

換金手数料 ありません。

信託財産留保額 ありません。

投資者が投資信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用

（信託報酬）
当ファンドの信託報酬率は、ファンドの純資産総額の一定の増加により逓減する
仕組みとなっており、当レポート作成基準日現在、純資産総額に対して最大年率
1.7281％程度（税抜  1.571％程度）です。

その他の費用・手数料 当ファンドに組入れる有価証券等を売買する際の売買委託手数料、信託事務に要
する諸費用およびこれに係る消費税等相当額などの実費が信託財産より控除され
ます。また、目論見書・運用報告書等作成費用、監査費用等として、純資産総額
に対して年率0.11％（消費税込）を上限として投資信託財産より控除されます。
上記の費用、手数料等の合計額については、運用状況、保有期間等に応じて異な
りますので、上限額等を事前に示すことができません。

コモンズ・グローバル30ファンドの費用
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その他 商品分類 追加型投信/海外/株式

信託設定日 2025年12月3日

信託期間 無期限（ただし、ファンドの残存口数が10億口を下回った場合等に
は、信託期間の途中で信託を終了させることがあります。）

分配方針等 毎決算時に、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定しま
す。ただし、分配対象額が少額の場合には分配を行わないことがありま
す。

購入時 購入単位 販売会社によって異なります。詳しくは販売会社にお問い合わせくださ
い。
 

購入価額 購入申込受付日の翌々営業日の基準価額

換金時 換金単位 販売会社によって異なります。詳しくは販売会社にお問い合わせくださ
い。

換金価額 換金申込受付日の翌々営業日の基準価額

購入・換金に関して 購入・換金申
込不可日

申込日当日が次のいずれかの場合は、購入・換金のお申込みを受け付け
ないものとします。
1．ニューヨーク証券取引所、ニューヨークの銀行、ロンドン証券取引
所またはロンドンの銀行の休業日およびその前営業日
2．上記1のほか、一部解約金の支払い等に支障を来すおそれがあると
して委託会社が定める日

申込締切時間 原則として、購入・換金の申込みに係る、販売会社所定の事務手続きが
午後3時30分までに完了したものを当日の申込受付分とします。なお、
販売会社によっては対応が異なる場合がありますので、詳細は販売会社
にご確認ください。

換金代金の支
払い開始日

換金申込日から起算して6営業日

お申込みメモ
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委託会社 コモンズ投信株式会社

・金融商品取引業者
・関東財務局長（金商）第2061号
・加入協会 一般社団法人 資産運用業協会

お問い合わせ先
■コールセンター（受付時間／平日 午前10時～午後4時）
03-5860-5706
■ウェブサイト
https://www.commons30.jp/
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ご注意事項

◆本資料は、コモンズ投信が投資家の皆さまに情報提供を行なう目的で作成したものです。

◆ファンドの組入銘柄の参考情報を提供することを目的としており、特定銘柄の売買などの推奨、また価格
などの上昇や下落を示唆するものではありません。

◆このレポートは、信頼性が高いと判断された情報等に基づいて作成しておりますが、その正確性・完全性
を保証するものではありません。記載された意見・見通し等は作成日時点のものであり、将来の株価等の動
きやファンドの将来の運用成果を保証するものではありません。また、将来予告なしに変更される場合もあ
ります。

◆投資信託の取得を希望される方は、必ず目論見書の内容をご確認のうえ、ご自身の判断でお申し込みくだ
さい。

関係法人


